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宮崎県 全 国

 本県の自殺の現状と取組について 

                                福 祉 保 健 課 

１ 自殺者数等 

                                 ※ 数値は注釈がない限り厚生労働省「人口動態統計」（概数） 

（１）令和３年の自殺者数及び自殺死亡率（人口１０万人あたりの自殺者数）（概数） 

 （宮崎県）自殺者数 207 人、自殺死亡率 19.6 人、全国ワースト５位（前年２位） 

（全 国）自殺者数20,282人、自殺死亡率（平均値）16.5人 

  ※宮崎県自殺行動計画（第４期）令和５年目標：15.7人以下 

■全国と本県の自殺者数の推移（平成19年～令和３年）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■全国と本県の自殺死亡率の推移（平成 19 年～令和３年） 

 

 

 

 

 

 

（２）自殺者に係る世代ごとの自殺者数及び原因・動機 

 男女別・年代別で見ると 50 代男性が最多。対前年比では 30 代女性が減少。 

 ■ 本県の年齢別自殺者数（令和３年） 

年齢（歳） 10～19 20～29 30～39 40～49 50～59 60～69 70～79 80～89 90～ 全体 

自殺者数（総数）  8 20 19 31 34 26 26 34 9 207 

対前年比 +1 +5 ▲13 +5 +12 ▲10 ▲3 ▲6 ▲1 ▲10 

【内訳】（男） 6 14 18 23 26 20 18 19 7 151 

対前年比 +1 +6 ▲3 +8 +10 ▲6 ▲1 ▲9 +2  +8 

【内訳】（女）  2  6  1  8  8 6  8 15 2 56 

対前年比  0 ▲1 ▲10 ▲3 +2 ▲4 ▲2 +3 ▲3 ▲18 

1



 

     「原因・動機別」では、「健康問題」の割合が最多 

■全国と本県の原因・動機別自殺者数の割合（令和３年）注：原因・動機は一人につき３つまで計上           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 自殺対策の取組 

関係団体との一層の連携など自殺対策を進めるための基盤の強化を図るとともに、 

一次予防（事前予防）、二次予防（自殺発生の危機対応）、三次予防（事後対応）まで、

各段階に応じた総合的な自殺対策を全庁的に推進している。 

 (主な取組) 

（１）一次予防 普及啓発・人材育成等 

① 「ひなたのキズナ“声かけ”運動」の展開 

・県民一人ひとりが悩みを抱えている身近な方への「気づき・声かけ・見守り」に、

より一層積極的に取り組んでいただけるよう、ＳＮＳ、テレビＣＭや関係団体等

を通した県民への呼びかけを実施 

  ② 相談窓口に関する情報発信 

・こころの悩みを持つ方々の相談窓口をまとめた「こころの電話帳」の作成、自殺

予防関連ポータルサイト「ひなたのおせっかい」の運営 

 

出典：警察庁自殺統計データを厚労省が集計したもの 
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   ③ 健康・経済問題に関連する職業の方々への研修 

     ・ 医師、看護師、介護支援専門員、司法関係者等に向けた研修の実施 

  ④ 教育委員会・学校での取組 

     ・児童生徒に対する SOS の出し方に関する教育の推進 

   ・児童・生徒が発する SOS の受け止め方について、教職員に対し研修 

 

（２）二次予防 ハイリスク者の早期発見・早期対応、相談対応 

① ワンストップ相談会の実施 

・弁護士会、司法書士会、看護協会、公認心理師･臨床心理士会、精神保健福祉士等、

自殺対策に関連する専門家を一同に会した相談会を実施 

  ② 夜間電話相談窓口の設置 

  ・NPO 法人に委託し、夜間に電話相談を受ける窓口を設置 

③ 健康上の悩みを抱える方への相談対応 

・がんや難病で悩んでいる方からの相談対応や患者交流会の開催 

・アルコール、ギャンブル等の依存症者及び家族に対する相談対応や家庭教室等の

実施                         

 

（３）三次予防 自殺企図者や自死遺族に対する支援 

    ① 自殺企図者(未遂者)・家族への対応 

・本人又は家族の同意が得られた場合に、警察・福祉保健課・各保健所で情報を共

有し、保健所にてフォローアップを実施 

② 自死遺族支援 

・自殺で親族を亡くした遺族等が気持ちを分かち合う「つどい」の開催や遺族が必

要とする支援の情報提供を実施 
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宮崎働きやすい介護職場づくり宣言事業について

長寿介護課

１ 趣旨

令和７年度に約２，６００人の介護職員が不足することが見込まれる中、介護人材の

確保のため、介護分野への新規就労と離職防止・定着促進に向けた取組が必要である。

このため、介護サービス事業者による人材育成や職場環境の改善に向けた取組を求職

者等に発信し、働きやすい介護職場づくりにつなげていく。

２ 概要

県内所在の介護サービス事業所を運営する事業者のうち、介護職員処遇改善加算Ⅰを

取得している事業者等を対象に、宣言事業者を募集し、その宣言内容を県庁ホームペー

ジで公表する。

※ 介護職員処遇改善加算とは、介護職員の賃金改善等を目的に設けられた加算。ⅠからⅢまで

の区分があり、介護職員処遇改善加算Ⅰは最上位の要件を満たした事業所が算定できる。

⑴ 宣言内容

介護サービス事業者自身が目指す介護の職場の姿とそれを達成するための具体的取

組を宣言する。

【宣言に併せて公表を求める事項】

○ 職場の雰囲気を想像しやすくするための職員の年齢別男女別構成、平均年齢、

平均勤務年数

○ 処遇がわかる基本給、各種手当、福利厚生、休日・休暇制度

○ 昇給の目安がわかる５年後のモデル賃金

○ 一緒に働く未来の仲間に向けたメッセージ など

⑵ 募集方法

県庁ホームページへの掲載や関係団体へのチラシの配布、事業者向け説明会の開

催等により募集する。

⑶ 今後のスケジュール

７月下旬頃 プレスリリース、募集開始

９月上旬頃 事業者向け説明会の実施

※随時、募集の上、県庁ホームページにて公表

３ 効果

求職者等に対して介護サービス事業者の自発的な取組を発信することで、介護分野へ

の新規就労や、介護職員等の離職防止、定着促進とともに、介護業界のイメージアップ

が期待される。

【宣言（例）】

『働く仲間同士、お互いを尊重し、笑顔あふれる職場づくりを目指します。』

（具体的取組）

・体制見直しなどにより育児休暇取得を推進し、仕事と子育ての両立を応援します。

・新人職員を対象にメンター制度を導入し、不安や悩みを解消します。

・ＩＣＴや介護ロボットを導入し、職員の負担を軽減します。
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県内の介護サービス事業者の皆様へ

宮崎働きやすい介護職場づくり宣言事業
～宣言事業者を募集しています～

問合せ先
宮崎県 福祉保健部 長寿介護課 居宅介護担当
〒880-8501 宮崎市橘通東２丁目10番１号
電 話：0985-26-7058 ＦＡＸ：0985-26-7344

対象 県内所在の介護サービス事業所を運営する事業者

主な要件 介護職員処遇改善加算Ⅰを取得していること
又は、キャリアパス要件を全て満たすこと
※その他要件については実施要綱を御確認ください。

登録まで
の流れ

更新

介護サービス事業者は宣言書を作成し、県に提
出します。
要件を満たしているか県が確認します。

登録通知書を送付します。
宣言書を県ＨＰ等で公表します。

有効期間は最大2年間です。
取組を継続する事業所は更新申請を
お願いします。

宮崎働きやすい介護職場づくり宣言事業とは、職員の人材育成や
職場環境等の改善につながる取組を自発的に実施し、宣言する介
護サービス事業者を県が登録・公表する制度です！

＜事業実施要綱、様式等は宮崎県ＨＰからダウンロードできます。＞
＜宣言事業についての詳細は、県庁ＨＰを御確認ください＞

登録

申請

宣言事業者に
登録する
メリット

求職者が増え
ることが期待
されます。
職員のモチ
ベーションが
上がることが
期待されます。

宣言を達成するための具体的取組例
体制見直しなどにより育児休暇取得を推進し、仕事と
子育ての両立を応援します。
新人職員を対象にメンター制度を導入し、不安や悩みを
解消します。
ＩＣＴや介護ロボットを導入し、職員の負担を軽減します。

宣言に当たり必ず公表を求める事項
職場の雰囲気を想像しやすくするための職員の年齢別
男女別構成、平均年齢、平均勤務年数
処遇がわかる基本給、各種手当、福利厚生、休日・休暇
制度
昇給の目安がわかる５年後のモデル賃金
一緒に働く未来の仲間に向けたメッセージ など

宣言例
『働く仲間同士、お互いを尊重し、笑顔あふれる職場づくりを
目指します。』
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第２期みやざき子ども・子育て応援プランの進捗状況
及び中間見直しについて

こども政策課

１ プランの概要

（１）性格

本プランは、子ども・子育て支援法に基づく都道府県子ども・子育て支援事業支援

計画として位置づけるとともに、次世代育成支援対策推進法に基づく次世代育成支援

地域行動計画のほか、母子及び父子並びに寡婦福祉法に基づく自立促進計画、子ども

・若者育成支援推進法に基づく子ども・若者計画、新・放課後子ども総合プランに基

づく都道府県行動計画も含めて一体的に策定したもの。

（２）期間

令和２年度から令和６年度の５年間

（３）基本理念

「子どもの育ち」と「子育て」をみんなで支え、「子どもの最善の利益」が実現で

きるみやざきづくり

（４）基本目標

①子どもの育ちと子育てをやさしく包む社会づくり

②結婚前からのライフステージの展開に切れ目なく対応した支援体制づくり

③子育てと仕事の両立の希望が叶う環境づくり

２ プランの実績

（１）総合成果指標（全２指標）

ア 令和３年の「合計特殊出生率」は、１．６４と全国的に見て高い水準は維持して

いるものの前年より０．０１ポイント低下し、短期目標（１．７８）には到達しな

かった。

イ 令和３年度の「平均理想子ども数と平均予定子ども数の差」は、０．１８となっ

ており、短期目標０．２１を達成した。
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（２）個別成果指標（全４１指標）

短期目標を達成しているのは12指標、未達成は20指標、未確定（令和４年７月

現在）が９指標となっている。

○ 短期目標を達成している指標（主なもの）

・みやざき結婚サポートセンターにおける成婚数（実績119組／目標112組）

・子育て世代包括支援センターの設置市町村数（実績26市町村／目標26市町村）

○ 短期目標を達成していない指標（主なもの）

・里親等委託率（実績10.7％／目標20.5％）

・子ども家庭総合支援拠点の設置市町村数（実績12市町村／目標15市町村）

３ 令和４年度の主な取組（予定）

（１）結婚前

① ライフデザイン事業

県内高校生等を対象に、結婚や出産、子育て等の将来設計を考えてもらう出前講

座等を実施。

② フレフレハレ晴れ！ひなたの結婚応援事業

動画作成・配信等による結婚や家庭についてのポジティブなイメージを醸成。

（２）出会い・結婚

① みやざき結婚サポート事業

「みやざき結婚サポートセンター」を設置し、会員制の「みやざきマッチングシ

ステム」により結婚を希望する男女に対して個別の出会いを創出するとともに、結

婚に向けたサポートを実施。

② 人と地域にめぐり逢う「ひなたの良縁」促進事業

グループ単位での出会いの場を提供するとともに、中山間地域と都市部など広域

的な交流の機会を創出。

（３）妊娠・出産

① 妊娠総合相談支援事業

各保健所及び中央保健所内に設置している女性専門相談センター「スマイル」に

おいて、女性の心身の健康や妊娠に関する専門相談を実施。

② 不妊治療費等助成事業

不妊検査や不妊・不育症治療への助成を行うとともに、中央保健所内に設置して

いる不妊専門相談センター「ウイング」において、不妊等に関する専門相談を実施。

（４）子育て

① 未来みやざき子育て県民運動事業

行政、関係団体、企業等が一体となって、誰もが安心して子どもを生み、子育て

を楽しいと実感できる環境づくりを推進。

・ 子育て応援フェスティバル

・ 子育て応援カード事業

・ 子育て応援ポータルサイト「すくすくみやざき」運営管理 等

② 子育て支援乳幼児医療費助成事業（事業実施主体：市町村）

子育てにかかる経済的負担の軽減を図るため、乳幼児医療費助成を実施。
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③ 地域子ども・子育て支援事業（事業実施主体：市町村）

・ 延長保育事業

・ 放課後児童クラブ事業

・ 地域子育て支援拠点事業

・ 一時預かり事業

・ ファミリー・サポート・センター事業 等

（５）市町村と連携した取組

① 県・市町村少子化対策連携事業

少子化に関する分析データを基に、弱点と思われる分野を改善するための新たな

少子化対策に県と連携しながら取り組む市町村を支援

４ プランの中間見直し

（１）見直しの理由・内容

国の基本指針では、市町村計画における保育所等を利用する子どもの見込み数（需

要量）と、保育所等の定員見込み数（供給量）が実態と乖離する場合には、中間年（令

和４年度）に見直しを行うこととされており、今回、複数の市町村において見直しが

予定されていることから、県のプランについてもその一部を見直すものである。

併せて、既に最終目標を達成している個別成果指標の目標値の見直し等を行う。

(２) 見直しのスケジュール（予定）

令和４年 ７月 常任委員会へ報告（中間見直しに係る説明）
１１月 常任委員会へ報告（プラン中間見直し素案）

宮崎県子ども・子育て支援会議の意見聴取
１２月～ 中間見直し（素案）に係るパブリックコメントの実施

令和５年 １月 宮崎県子育て応援本部での報告
宮崎県子ども・子育て支援会議の意見聴取

２月 県議会に提出
中間見直し後のプラン策定
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第２期みやざき子ども・子育て応援プランに係る個別成果指標の実績値等

（第2期プラン策定時） 短期目標 実績値 最終目標

(30年度) 令和3年度 令和3年度 令和6年度

1 合計特殊出生率（年） 福祉保健部 こども政策課 1.72 1.78 1.64 1.84

2 平均理想子ども数と平均予定子ども数の差（年度） 福祉保健部 こども政策課 0.24人 0.21人
0.18人

（速報値）
0.20人

（第2期プラン策定時） 短期目標 実績値 最終目標

(30年度) 令和3年度 令和3年度 令和6年度

1 未来みやざき子育て県民運動推進協議会参加団体数 福祉保健部 こども政策課 360団体 390団体 447団体 420団体

2 子育て応援サービスの店の登録店舗数 福祉保健部 こども政策課 1,407店舗 1,440店舗 1,457店舗 1,470店舗

3 通学路の歩道整備率 県土整備部 道路保全課 73.1% 74.0% 74.3% 74.9%

4 おもいやり駐車場制度協力施設数 福祉保健部 障がい福祉課 1,151施設 1,400施設 1,182施設 2,000施設

5 子ども（中学生以下）に対する交通安全教室の実施回数 警察本部 警察本部 1,536回 1,450回 1,297回 1,450回

6 県立学校の外壁剥落防止実施率 教育委員会 財務福利課 74.3% 79.4% 78.5% 84.7%

7 市町村立小中学校の耐震化率 教育委員会 財務福利課 99.8% 100.0% 100.0% 100.0%

8 保育所・幼稚園・認定こども園の耐震化率 福祉保健部 こども政策課 87.5% 92.0% 91.9% 95.0%

9 地域小規模児童養護施設の設置か所数 福祉保健部 こども家庭課 3か所 11か所 7か所 12か所

10 里親等委託率 福祉保健部 こども家庭課 13.4% 20.5% 10.7% 27.0%

11 自立援助ホームの設置か所数 福祉保健部 こども家庭課 1か所 2か所 4か所 3か所

12 子ども家庭総合支援拠点の設置市町村数 福祉保健部 こども家庭課 2市町村 15市町村 12市町村 26市町村

13
医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整するコーディ
ネーターの配置人数

福祉保健部 障がい福祉課 0人 23人 3人 26人

14 障がい児を受け入れる放課後児童クラブ数 福祉保健部 こども政策課 114か所 130か所 135か所 145か所

15 宮崎県は人権が尊重されていると思う人の割合 総合政策部 人権同和対策課 45.6% 48.9% 49.3% 52.2%

16
全国体力・運動能力、運動習慣等調査で全国水準以上（Ｔ得点
５０点以上）の項目の割合

教育委員会 スポーツ振興課 76.5% 80.0% 70.6% 80.0%

教育委員会 義務教育課
（小学生）

91.6%
91.8% 90.9% 92.1%

教育委員会 義務教育課
（中学生）

80.4%
80.6% 77.4% 80.9%

18
保育所・幼稚園・認定こども園の職員と小学校教諭等が「幼児
期の終わりまでに育ってほしい姿」を共有して意見交換や合同
の研修会等を行っている幼児教育・保育関係施設の割合

福祉保健部 こども政策課 54.0% 66.0% 63.7% 75.0%

19 「宮崎県こどもエコチャレンジ施設」認定件数 環境森林部 環境森林課 187施設 230施設 209施設 260施設

参考

第2期プランの目標値

総　合　成　果　指　標 担当部局 担当課室

参考

第2期プランの目標値

17
公立小、中学校における授業が「よく分かる、まあまあ分かる」児
童生徒の割合

個　別　成　果　指　標 担当部局 担当課室

参考資料
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第２期みやざき子ども・子育て応援プランに係る個別成果指標の実績値等 参考資料

（第2期プラン策定時） 短期目標 実績値 最終目標

(30年度) 令和3年度 令和3年度 令和6年度

20
食に関する指導の年間指導計画を策定し、食育に取り組んで
いる公立小中学校数の割合

教育委員会 スポーツ振興課 85.5% 100.0% 79.0% 100.0%

21 みやざき結婚サポートセンターにおける成婚数 福祉保健部 こども政策課 61組 112組 119組 163組

22
周産期死亡率（出生数に妊娠満２２週以降の死産数を加えたも
のの千対）

福祉保健部 健康増進課 2.7ポイント 2.5ポイント
未確定
（R5.3）

2.2ポイント

23 乳児死亡率（出生数千対） 福祉保健部 健康増進課 2.5ポイント 2.1ポイント
未確定
（R5.3）

1.8ポイント

24 子育て世代包括支援センターの設置市町村数 福祉保健部 健康増進課 9市町村 26市町村 26市町村 26市町村

25 子育てに関する不安感や負担感を感じている県民の割合 福祉保健部 こども政策課 62.3% 57.5%
30.3%

（速報値）
50.0%

26 1歳６ヶ月児健康診査受診率 福祉保健部 健康増進課
96.2%

（29年度）
96.5%

未確定
（R5.3）

97.2%

27 ３歳児健康診査受診率 福祉保健部 健康増進課
95.5%

（29年度）
95.8%

未確定
（R5.3）

96.4%

28 むし歯のない３歳児の割合 福祉保健部 健康増進課 81.1% 85.0%
未確定
（R5.3）

90.0%

29 １０歳代の人工妊娠中絶率（女子総人口千対） 福祉保健部 健康増進課 6.2ポイント 4.5
未確定
（R4.10）

4.0

30
「宮崎県における青少年の健全な育成に関する条例」の県民の
認知度

福祉保健部 こども家庭課 43.8% 50.0%
未確定
(R4.7)

50.0%

31 「仕事と生活の両立応援宣言企業」の登録数 商工観光労働部 雇用労働政策課 1,145件 1,412件 1,379件 1,676件

32 育児休業取得率（男性・女性） 商工観光労働部 雇用労働政策課
男性　5.6%
女性  82.7%

男性 11.1%
女性  100%

男性　16.6％
女性　97.6％

男性 13.0%
女性  100%

33
「男は仕事、女は家庭」というような固定的性別役割分担意識に
とらわれない県民の割合

総合政策部
生活・協働・男女
参画課

56.1% 63.5%
62.5%

(速報値）
68.3%

34 みやざき女性の活躍推進会議会員企業数 総合政策部
生活・協働・男女
参画課

316企業 390企業 350企業 450企業

35 農業経営に係る家族経営協定数 農政水産部
農業担い手対策
課

2,046戸 2,220戸
未確定
(R4.11)

2,430戸

36 子どもが規則正しく生活できていると感じる保護者の割合 教育委員会 生涯学習課 91.2%
（H27～H30平均）

95.0% 95.2% 95.0%

37 認定こども園数 福祉保健部 こども政策課 179園 210園 213園 230園

38 保育所等の待機児童数 福祉保健部 こども政策課 63人 0人 1人 0人

39
放課後児童クラブ及び放課後子供教室関係者を対象とした資
質向上や情報共有のための研修の実施回数（累計）

福祉保健部 こども政策課 0回 12回 9回 30回

40
公立学校における児童生徒１０００人当たりの暴力行為発生件
数

教育委員会 人権同和教育課 1.6件 0.8件
未確定
（R4.10）

0.8件

41 ティーム・ティーチングによる非行防止教室の開催回数 警察本部 警察本部 289回 250回 232回 250回

個　別　成　果　指　標 担当部局 担当課室

参考 第2期プランの目標値
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5 6 7 8 9 10 11

-20 (0.8倍) -116 (0.6倍) -90 (0.7倍) -91 (0.7倍) -107 (0.6倍) -50 (0.8倍) -61 (0.6倍) -535 (0.7倍)
12 13 14 15 16 17 18

-37 (0.7倍) -22 (0.9倍) -66 (0.8倍) -45 (0.8倍) -15 (0.9倍) -14 (0.9倍) +13 (1.1倍) -186 (0.8倍)
19 20 21 22 23 24 25

-13 (0.8倍) -2 (1.0倍) -8 (1.0倍) +54 (1.4倍) +42 (1.2倍) +55 (1.3倍) +70 (1.6倍) +198 (1.2倍)
26 27 28 29 30 1 2

+87 (2.5倍) +67 (1.4倍) +172 (1.9倍) +76 (1.4倍) +46 (1.2倍) -13 (0.9倍) +65人 (1.3倍) +500 (1.4倍)
3 4 5 6 7 8 9

+6 (1.0倍) +63 (1.3倍) +206 (1.6倍) +289 (2.0倍) +299 (2.2倍) +452 (3.1倍) +316 (2.2倍) +1,631 (1.9倍)
10 11 12 13 14 15 16

+259 (2.7倍) +421 (2.5倍) +627 (2.1倍) +395 (1.7倍) +451 (1.8倍) +345 (1.5倍) +453 (1.8倍) +2,951 (1.9倍)
17 18 19 20 21 22 23

+420 (2.0倍)

832人 832人

147人 222人 365人 282人 258人 214人 257人 1,745人

60人 155人 193人 206人 212人 227人 192人 1,245人

73人 157人 201人 152人 170人 172人 122人 1,047人

110人 179人 267人 197人 1,233人186人 109人185人

1週間合計

2022（令和4年）6～7月
土金木水火月日

153人 285人 571人 571人 557人 666人 573人

412人 706人 1,198人 966人 1,008人 1,011人 1,026人 6,327人

3,376人

※前週との比較

１日当たりの新規感染者数（前週との比較）

※下線部は判明時において当該曜日の過去最多を更新した感染者数
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